
７　町債の状況

◎　一般会計

（1）　目的別内訳

(単位：千円)

区            分 平成25年度末現在高 平成24年度末現在高 増 減

総 務 債 24,769 40,243 △ 15,474

民 生 債 289,979 319,877 △ 29,898

衛 生 債 1,858 2,482 △ 624

農 林 水 産 業 債 85,490 89,433 △ 3,943

商 工 債 12,600 14,700 △ 2,100

土 木 債 193,119 232,912 △ 39,793

消 防 債 415,652 321,309 94,343

教 育 債 283,646 320,652 △ 37,006

臨時財政対策債 3,694,860 3,556,836 138,024

減 税 補 て ん 債 500,584 610,516 △ 109,932

臨時税収補てん債 24,137 29,862 △ 5,725

合　　　　　　計 5,526,694 5,538,822 △ 12,128

臨時財政対策債　…　地方一般財源の不足に対処するため、建物の建設等の投資的経費以外に充てることができる町債を　

　　　　　　　　　いいます。後年度の償還（返済）金が、地方交付税として国から財政措置されることとなっています。

（2）　借入先別内訳

(単位：千円)

区　　　　　　分 平成25年度末現在高 平成24年度末現在高 増 減

財 務 省 2,741,978 2,825,681 △ 83,703

( 旧 ) 郵 政 公 社 959,657 1,048,368 △ 88,711

神 奈 川 県 67,261 72,382 △ 5,121

地方公共団体金融機構 1,317,614 1,013,371 304,243

市 中 銀 行 等 113,072 192,008 △ 78,936

県市町村振興協会 327,112 387,012 △ 59,900

合　　　　　　計 5,526,694 5,538,822 △ 12,128

◎　下水道事業特別会計

借入先別内訳

(単位：千円)

区　　　　　　分 平成25年度末現在高 平成24年度末現在高 増 減

財 務 省 6,354,208 6,674,009 △ 319,801

( 旧 ) 郵 政 公 社 695,468 720,048 △ 24,580

神 奈 川 県 49,181 53,658 △ 4,477

地方公共団体金融機構 1,427,791 1,437,887 △ 10,096

合　　　　　　計 8,526,648 8,885,602 △ 358,954
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残高全体の約６７％を占め、

年々その割合が大きくなっています。
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